
国立研究開発法人　宇宙航空研究開発機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　② 平成２６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容
理事長

副理事長

理事

監事

　同上

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「機構」という。）の役員の報酬の支給
水準については、国家公務員の指定職俸給表との均衡を考慮し、国民一般の理解が得ら
れる支給水準となるよう努め、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を
講じる。

独立行政法人通則法に基づく機構に対する業績評価及び理事長の各役員に対する個
人評価を、期末特別手当に反映した。

機構の役員の給与は「役員給与規程」に則り、本給及び諸手当（通勤手
当、単身赴任手当、地域手当、期末特別手当）から構成されている。

期末特別手当についても「役員給与規程」に則り、期末特別手当基準額
（本給＋地域手当＋（本給×２５％）＋（本給及び地域手当の合計額×２
０％）にその者の職務実績に応じて△２０％から＋２０％の範囲内の割合を乗
じて得た額）に６月に支給する場合においては１００分の１４０、１２月に支給す
る場合においては１００分の１７０を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、平成２６年度では、国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法
律」等の改正に準拠し、期末手当を年間で０．１５月引き上げた。

　同上

　同上
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２　役員の報酬等の支給状況

平成２６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

理事長 21,108 13,548 5,663
1,897

0
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

副理事長 18,381 11,640 4,865
1,630

247
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

A理事 15,177 10,080 4,026
806
265

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

B理事 15,151 10,080 4,117
806
148

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

C理事 15,834 10,080 4,213
1,411

129
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

D理事 15,440 10,080 4,151
1,210

0
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

E理事 15,995 10,080 4,329
1,411

175
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

F理事 15,549 10,080 4,117
806
546

（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

G理事 15,032 10,080 4,104
706
142

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

A監事 14,401 9,096 3,802
1,273

230
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

B監事 14,545 9,096 3,802
1,273

373
（地域手当）
（通勤手当）

※

注１：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に
　　　支給されているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：単位未満を切り捨てているため、総額が内訳の合計と合わないものがある。

前職
その他（内容）

役名
就任・退任の状況
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３　役員の報酬水準の妥当性について

　【法人の検証結果】
理事長

副理事長

理事

監事

　【主務大臣の検証結果】

機構は宇宙基本計画（平成２５年１月策定）において、政府全体の宇宙開発利
用を技術で支える中核的実施機関と位置付けられ、「安全保障・防災」「産業振
興」「宇宙科学等のフロンティア」の３つの重点課題や国の重要施策である国際
宇宙ステーション計画の推進に取り組んでいる他、地球観測サミットにおける地
球観測に関する１０年実施計画への日本の貢献を着実に実施していくために必
要な人工衛星の研究開発や新型基幹ロケットの開発、世界のトップレベルを競う
宇宙科学探査など、先進的かつ民間で実施するには極めてリスクの高いチャレ
ンジングな業務を理事長のリーダーシップの下で推進している。理事長の年間報
酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬３１，１１７千円と比較して
もそれ以下となっており、また、事務次官の年間給与額２２，６５２千円と比べても
それ以下となっている。機構では、理事長の報酬月額を国家公務員指定職俸給
表を準用して決定しており、理事長の職務内容・責任の度合いと報酬水準を総
合的に勘案すると機構の理事長の報酬水準は妥当と考える。

監事は、上述の機構の業務を監査する役員として置かれている。監事の年間
報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬３１，１１７千円と比較
してもそれ以下となっている。機構では、監事の報酬月額を国家公務員指定職
俸給表を準用して決定しており、監事の職務内容・責任の度合いと報酬水準を
総合的に勘案すると機構の監事の報酬水準は妥当と考える。

理事は、それぞれの担当業務に関して、上述の理事長及び副理事長を補佐し
て機構の業務を掌理する役員として置かれている。理事の年間報酬額は、人数
規模が同規模である民間企業の役員報酬３１，１１７千円と比較してもそれ以下と
なっている。機構では、理事の報酬月額を国家公務員指定職俸給表を準用して
決定しており、理事の職務内容・責任の度合いと報酬水準を総合的に勘案すると
機構の理事の報酬水準は妥当と考える。

副理事長は、上述の理事長を補佐して機構の業務を掌理する役員として置か
れている。副理事長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役
員報酬３１，１１７千円と比較してもそれ以下となっている。機構では、副理事長の
報酬月額を国家公務員指定職俸給表を準用して決定しており、副理事長の職務
内容・責任の度合いと報酬水準を総合的に勘案すると機構の副理事長の報酬水
準は妥当と考える。

政府全体の宇宙開発利用を技術で支える中核的な実施機関として、数多くの
成果を上げ、我が国の高い技術を世界に示してきていることから、機構の役員の
報酬水準は妥当であると考える。
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区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

理事長

千円 年 月

副理事長

千円 年 月

理事

千円 年 月

監事 3,343 3 0 H25.09.30 1.0 ※

「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人での在職期間

４　役員の退職手当の支給状況（平成２６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）
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５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

理事長

副理事長

理事

監事

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　Ⅰ１②にある仕組みを継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討する。

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

当該監事が在職した期間に係る機構の年度実績評価及び、当該監事の任期中の
個人的な業績の評価に基づき、当該監事の業績勘案率については、文部科学省独
立行政法人評価委員会において１．０と決定された。
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

昇給（１～６号級）、降格（△１号級）及び昇格に反映

Ｂ評価を基準として、Ａ評価が１．５倍、Ｃ評価が０．５倍

　③給与制度の内容及び平成２６年度における給与制度の主な改正点

　① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

本給

賞与：勤勉手当
（査定分）

　なお、平成２６年度における給与制度の主な改正点は以下のとおりである。
・「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に準拠し、平均△７．８％の給
与削減（臨時特例）を実施した。
・国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法律」等の改正に準拠し、本給を平均約
０．３％引き上げ、期末手当を年間で０．１５月引き上げた。
・平成２３年度から、専門業務手当を主任手当に改変し、段階的な削減を行っている。

職員の給与は「職員給与規程」に則り、本給及び諸手当（研究開発手当、職責手当、主
任手当、上級主任手当、初任給調整手当、宇宙飛行士手当、扶養手当、住居手当、通勤
手当、単身赴任手当、地域調整手当、特地勤務手当、寒冷地手当、超過勤務手当、深夜
手当、交替手当、休日出勤手当、特殊勤務手当及び期末手当）から構成されている。

期末手当についても「職員給与規程」に則り、基準日現在の基準内給与（主任手当及び
上級主任手当を除く）の月額及び地域調整手当の月額の合計額を基礎として理事長が別
に定める基準により計算した額に勤務成績を考慮し、さらに基準日以前６箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。また、職責等に応じ
て理事長が別に定める基準により計算した額を加算している。

職員の給与水準については、機構の業務を遂行する上で必要となる事務・技術職員の
資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮した上で、国家公務員における組織区分別、
人員構成、役職区分、在職地域、学歴等を検証するとともに、国民の理解を得られるか検
討を行い、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講じる。

給与種目 制度の内容

平成17年度から運用を開始した人事制度により、能力考課・姿勢考課・実績考課に対す
る総合考課を昇給・昇格に、また、実績考課を期末手当の支給額に反映した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

（一般職員）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,297 43.8 7,860 5,772 162 2,088
人 歳 千円 千円 千円 千円

391 43.6 7,526 5,515 203 2,011
人 歳 千円 千円 千円 千円

768 43.0 7,837 5,770 150 2,067
人 歳 千円 千円 千円 千円

129 48.3 8,793 6,392 110 2,401
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 54.2 12,028 9,049 250 2,979
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 51.2 8,816 6,482 83 2,334

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 44.1 14,104 12,267 15 1,837

人 歳 千円 千円 千円 千円

77 42.7 4,472 3,335 145 1,137
人 歳 千円 千円 千円 千円

74 42.5 4,232 3,164 142 1,068
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.5 10,402 7,564 216 2,838

（年俸制職員）

平成２６年度の年間給与額（平均）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

323 41.7 5,108 5,073 152 35
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 33.1 4,972 4,918 75 54
人 歳 千円 千円 千円 千円

294 42.5 5,122 5,088 160 34

注２：事務・技術、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学
校教員）の職種は該当者がいないため記載を省略した。

任期付職員

プロジェクト研究員
（ポスドク）

出向・招聘職員

注１：常勤職員、在外職員、再任用職員及び非常勤職員の区分は該当者がいないため記載を省略した。

注２：再任用職員及び非常勤職員の区分は該当者がいないため記載を省略した。

注３：医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）の職種は該当
者がいないため記載を省略した。

区分 人員 平均年齢
総額 うち所定内 うち賞与

研究職種

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

その他医療職種
（医師）

常勤職員（その他）

在外職員

任期付職員

事務・技術

研究職種

その他教育職種

区分 人員

事務・技術

平均年齢
平成２６年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員
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②

（事務・技術職員）

（研究職員）

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

注：年齢20～23歳の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年
間給与については表示していない。

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注２：任期付職員の一部を含む。以下、②、④及び⑤において同じ。
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③

（事務・技術職員）

平均 最高 最低
人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

　　・本部部長 27 55.6 10,906 11,536 ～ 10,181

　　・本部課長 61 50.5 9,619 10,836 ～ 7,938

　　・本部課長補佐 156 47.3 7,990 11,058 ～ 6,025

　　・本部係長 116 38.7 5,822 8,069 ～ 4,557

　　・本部係員 43 29.0 4,079 6,821 ～ 2,956

（研究職員）

平均 最高 最低
人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

　　・本部部長 32 53.7 11,298 12,402 ～ 9,590

　　・本部課長 164 50.9 10,210 11,938 ～ 8,048

　　・本部主任研究員 325 45.8 7,988 10,464 ～ 6,120

　　・研究員 249 32.9 5,186 8,210 ～ 3,500

④
（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

91.2 91.1 91.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 8.8 8.9 8.9

％ ％ ％

         最高～最低 12.8 ～ 4.2 11.8 ～ 4.2 12.2 ～ 4.2

％ ％ ％

90.6 90.2 90.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 9.4 9.8 9.6

％ ％ ％

         最高～最低 18.9 ～ 3.9 20.0 ～ 3.8 19.5 ～ 3.8

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

91.2 91.1 91.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 8.8 8.9 8.9

％ ％ ％

         最高～最低 13.5 ～ 4.2 12.4 ～ 4.2 12.6 ～ 4.2

％ ％ ％

89.4 89.2 89.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 10.6 10.8 10.7

％ ％ ％

         最高～最低 20.2 ～ 4.8 24.0 ～ 5.8 22.0 ～ 5.4

分布状況を示すグループ

一般
職員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

賞与（平成２６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

注：「本部課長」には、本部課長相当職である「ファンクションマネージャ」、「技術領域リーダ」等を含む。

人員

一律支給分（期末相当）

平均年齢
年間給与額

人員
年間給与額

分布状況を示すグループ

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

平均年齢

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

管理
職員
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 １０４.８

・年齢・地域勘案 １０３.１

・年齢・学歴勘案 １０３.６

・年齢・地域・学歴勘案 １０２.６

・機構においては、行財政改革への適切な対応により定年制事務・技術職員が平成
１５年度から平成２６年度の間に２００名近く減少し、平成２７年４月の時点で３９１名程
度となっている。この職員の減少からくる労働力の不足を補いつつ、特殊性の高い
事業を効率的に推進するために、任期付招聘職員を活用している。これらの任期付
招聘職員は原則３年任期で一定の経験を持つ者を採用しており、従来、定年制事
務・技術職員が担ってきた業務を補完している。

・機構は産学官と多岐にわたり密接に連携して業務を行う必要があることから、都市
部に在勤する比率が高くなっている。（１級地、２級地、３級地の在勤割合、ＪＡＸＡ：７
８．５％、国：４３．７％）

・ロケットや人工衛星の打ち上げを担う事業所が鹿児島県の種子島にあり、その業務
に携わる職員が常駐している。種子島は特地勤務手当支給地に該当するため、国と
支給基準は同じであるものの、当該手当の支給対象者の割合が、国家公務員の０．
８９％に対し、機構は２．９９％と高くなっている。

【累積欠損額について】
累積欠損額　16,862,153,048円（平成25年度決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）

機構の事務・技術職員の給与水準については、次の講ずる措置のとおり、適正な
給与水準の確保に向けて、引き続き、取り組むこととしている。
　中期計画に基づき、航空宇宙関係の民間事業者に対する給与水準を平成２３年度
において調査した（民間との比較にあたっては、機構の年齢別人員構成をウエイトに
用い、機構の給与を航空宇宙関連企業の給与水準に置き換えた場合の給与水準を
１００として算出した）。調査の結果によると機構が現に支給している給与費から算出
される指数は、９８．４であり、航空宇宙関係の民間事業者を下回る。機構の職務内
容と給与水準を総合的に勘案すると機構の事務・技術職員の給与水準は妥当と考
える。

項目 内容

対国家公務員
指 数 の 状 況

国 に 比 べ て
給 与 水 準 が
高くなっている

理 由

・機構の業務としては、最先端技術を取り扱う企業等との契約交渉、契約締結業務に
加えて、プロジェクト全体の企画・立案・調整等、先端的な宇宙航空分野の技術マ
ネージメントに係る業務が組織の重要な要素をなしている特殊性がある。このような
業務を遂行するために、高度な専門性（高学歴者割合の増加要因）と豊富な経験を
持ったプロジェクトリーダーやマネージメント活動を行う人材を多く投入する必要があ
り、相当数の技術系管理職（管理職割合の増加要因）を擁さざるを得ない。

給 与 水 準 の
妥当性の検証

【管理職の割合】
ＪＡＸＡ：19.6％、国：15.9％（平成26年国家公務員給与等実態調査による）

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
8.4％

【大卒以上の高学歴者の割合】
ＪＡＸＡ：64.5％、国：53.6％（平成26年国家公務員給与等実態調査による）

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９８．９％
（国からの財政支出額　218,913,049千円、支出予算の総額　216,413,049千円：平
成26年度予算）
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講 ず る 措 置

対国家公務員指数は相対的に決定されるものであることから、将来の具体的数値
を予測することは困難であるが、平成２７年度においても、独立行政法人通則法によ
る「職員の給与等」の趣旨を踏まえ、労働組合、職員の協力も得つつ、手当の見直し
や給与改定等の取り組みを推進することにより、適正な給与水準の確保に努めてい
く。

（主務大臣の検証結果）
初公表時（平成１５年度）の比較指標は１２２．２であり、今回と比較すると１７．４ポイ

ント減少している。これはその間、特地勤務手当に準ずる手当の廃止、地域調整手
当の支給割合の引き下げ、専門業務手当及び職責手当の見直し、任期制職員の勤
務形態変更等を行った結果に加え、国家公務員の臨時特例措置に準じた給与の引
き下げの終了時期が国家公務員と異なったことによる影響であると考えられる。今後
も独立行政法人通則法による「職員の給与等」の趣旨に則り、引き続き適正な給与
水準の確保に取り組んでいく必要があると考える。

給 与 水 準 の
妥当性の検証

なお、対国家公務員の指数が１０４．８となっているが、これは国家公務員の臨時特
例措置に準じた給与の引き下げについて、国家公務員と同等に行ったものの、その
実施時期の違いにより一時的に減少したものであり、この影響を除いた場合の比較
指標（推定値）は１０９．８であり、前年度と比較して７．６ポイント減少している。

また、累積欠損金が平成２５年度末で１６９億円生じているが、これは、過年度に補
助金を財源として資金投入された流動資産（貯蔵品等）が事業の用に供され費用化
した結果生じる、費用と収益の計上時期のズレ等によるものである。これは、独立行
政法人会計基準に従った結果であり、給与水準が高いこととは無関係である。
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○研究職員

・年齢勘案 ９４.４

・年齢・地域勘案 ９７.７

・年齢・学歴勘案 ９６.１

・年齢・地域・学歴勘案 ９８.８

国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持するべく取り組
んでいく。

給 与 水 準 の
妥当性の検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９８．９％
（国からの財政支出額　218,913,049千円、支出予算の総額　216,413,049千円：平
成26年度予算）

【累積欠損額について】
累積欠損額　16,862,153,048円（平成25年度決算）

なお、対国家公務員の指数が９４．４となっているが、これは国家公務員の臨時特
例措置に準じた給与の引き下げについて、国家公務員と同等に行ったものの、その
実施時期の違いにより一時的に減少したものであり、この影響を除いた場合の比較
指標（推定値）は９９．４であり、前年度と比較して０．６ポイント減少している。

また、累積欠損金が平成２５年度末で１６９億円生じているが、これは、過年度に補
助金を財源として資金投入された流動資産（貯蔵品等）が事業の用に供され費用化
した結果生じる、費用と収益の計上時期のズレ等によるものである。これは、独立行
政法人会計基準に従った結果であり、給与水準が高いこととは無関係である。

（主務大臣の検証結果）
国家公務員の臨時特例措置に準じた給与の引き下げの実施時期が国家公務員と

異なったことによる影響を考慮しても、給与水準の比較指標では国家公務員の水準
未満となっていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水
準の維持に努めていただきたい。

講 ず る 措 置

国 に 比 べ て
給 与 水 準 が
高くなっている

理 由

【検証結果】
（法人の検証結果）

機構の研究職員の給与水準については、次の講ずる措置のとおり、適正な給与水
準の確保に向けて、引き続き、取り組むこととしている。
　中期計画に基づき、航空宇宙関係の民間事業者に対する給与水準を平成２３年度
において調査した（民間との比較にあたっては、機構の年齢別人員構成をウエイトに
用い、機構の給与を航空宇宙関連企業の給与水準に置き換えた場合の給与水準を
１００として算出した）。調査の結果によると機構が現に支給している給与費から算出
される指数は、９８．４であり、航空宇宙関係の民間事業者を下回る。機構の職務内
容と給与水準を総合的に勘案すると機構の研究職員の給与水準は妥当と考える。

　対国家公務員指数は９４．４であり、国家公務員よりも低い給与水準となっている。

内容

対国家公務員
指 数 の 状 況

項目
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４　モデル給与

○　２２歳 （大卒初任給、独身）

月額： 203,805円 年間給与： 3,281,261円

○　３５歳 （本部係長、配偶者・子１人）

月額： 372,855円 年間給与： 6,075,204円

○　４５歳 （本部課長補佐、配偶者・子２人）

月額： 501,270円 年間給与： 8,110,738円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　Ⅱ１②にある仕組みを継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討する。
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Ⅲ　総人件費について

平成２５年度 平成２６年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注 単位未満を切り捨てているため、最広義人件費がＡからＤの合計と一致しない。

　総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

区　　分

給与、報酬等支給総額
18,097,26516,924,773

2,487,424

2,635,357

退職手当支給額

2,534,759

1,149,773 1,437,767

2,768,660

特例法に基づく国家公務員の給与見直しに関連して講じた施策の終了に伴い、「給与、報酬等
支給総額」が約1１.７億円、「福利厚生費」が約１億円増となった。「退職手当支給額」は定年退職者
の増により約２.９億円増となり、最広義人件費は総額約1２.８億円増となっている。

特に無し

最広義人件費
24,657,81323,377,966

非常勤役職員等給与

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づ
き、役員と職員の退職手当について、国家公務員に準じた措置を実施することとした。

福利厚生費
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